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子会社子会社子会社子会社のののの事業改革事業改革事業改革事業改革についてについてについてについて    
 当社グループにおきましては、子会社の事業改革に積極的に取り組むことで、利益構造

への転換を図ってまいります。 
 
１．海外拠点の統廃合 

当社グループにおきましては、過去のM&Aにより「シンガポール」には、 
VITEC ELECTRONICS（SINGAPORE）PTE LTD（以下バイテックシンガポー
ル）と INFONICS（ SINGAPORE） PTE  LTD が、「香港」には、VITEC 
ELECTRONICS（H.K.）CO.,LIMITED（以下、バイテック香港）と INFONICS（HONG 
KONG）LIMITEDとがあります。 
今般、海外拠点の効率的運営を図るため、拠点の統合を図るとともに、平成 17年３

月末を目処にバイテックシンガポール並びにバイテック香港は会社清算することと致

しました。 
（子会社の概要） 
社名 バイテックシンガポール バイテック香港 
代表者 山田俊一 山田俊一 
事業内容 電子部品の販売 電子部品の販売 
資本の額 1,700千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 36,000千香港ﾄﾞﾙ 
株主構成 当社 100% 当社 100% 
売上高(04/3見込) 5,496百万円 3,321百万円 

 
２．事業の合理化 
① 株式会社アルスネット 
アルスネットは、プロキュアメント（部品調達）事業と物流事業を行ってまいりま

したが、事業構造の見直しを行いました結果、グループシナジーの希薄なプロキュア

メント事業につきましては、当期末をもって撤退し、今後は、物流機能に特化するこ

とと致しました。 
 
 



② ＧＭＡＣグループ 
ＧＭＡＣグループは、マウントアッセンブリー事業を行っておりますが、工場の稼

働率の変動が大きいため、損益が安定しませんでした。 
このため、今年度に固定費の削減を中心とした大幅な合理化に取り組んでまいりま

した。具体的には海外工場を中心とした人員の削減、営業拠点の統合（シンガポー

ル事務所をバタム（インドネシア）の工場内に移管）を進めるとともに、工場の稼

働率を上げるため、タイの大手企業と業務提携するなどの取り組みを実施してまい

りました。 
このため、損益分岐点が大幅に引き下げられ、来年度より、確実に黒字化が見込め

る体制となりました。 
③ 株式会社インフォニクス 
日本フィリップスの特約店であります、インフォニクスにおきましては、前期に

実施しました損益構造改革により、すでに利益体質への転換が図られております。 
当期におきましては、従前よりの経営課題であります、財務体質の強化を図るた

め、キャッシュフローの改善に取り組んでまいりましたが、今般、平成 16年 3月末
を払込期日とする、総額 687 百万円の第三者割当増資を行うことを決議いたしまし
た。この増資を契機として、財務体質の強化を図るとともに、経営の独自性を強め、

事業を大幅に拡大し、さらに株式公開にも果敢にチャレンジしてまいります。 
 
（増資の概要） 
株主総会決議 平成 16年３月 23日 
払込期日   平成 16年３月 30日  

   増資日    平成 16年３月 31日 
   増資金額及び割当先（資本組入額 343,500千円） 

増資引受 株数（千株） 金額（千円） 
㈱ﾊﾞｲﾃｯｸ 330 99,000
㈱ｼﾞｬﾌｺ 840 252,000
みずほｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 330 99,000
SMBC ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 330 99,000
㈱UFJ ｷｬﾋﾟﾀﾙ 300 90,000
㈱アイテック 160 48,000

合計 2,290 687,000
なお、この第三者割当増資により、バイテックの持株比率は 81.9%から 52.0%へ
と減少します。 
資金使途  運転資金（借入金の返済） 
 
 



３．損益への影響 
 上記の損益に与える影響は、次のとおりです。 
（単独決算） 

「海外子会社の統廃合」に伴う損失が約１２億円発生いたしますが、前期まで認

識していなかった貸倒引当金に係る税効果、約７億円を当期に計上できるため、当

期純利益に与える影響は５億円の減少となります。 
 

（連結決算） 
 「海外子会社の統廃合」に伴う損失が約４億円発生いたしますが、前期まで認識し

ていなかった貸倒引当金に係る税効果、約７億円を当期に計上できるため、当期純利

益に与える影響は３億円の増加となります。 
また、「事業の合理化 ③インフォニクス」の第三者割当増資に伴い持分が変動し

たことにより、「持分変動利益」約２億円が特別利益に計上されます。これらの結果、

連結決算による当期純利益に与える影響は７億円の増加となります。 
 

以 上 


